
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年４月 

 

大 間 町 役 場  総 務 課 

 

 



１ 計画策定の趣旨 

  少子・高齢化の進行や地方分権の進展等、地方自治体を取り巻く環境が大きく変化す

る中で、住民の行政に対するニーズが複雑多様化し、それに伴い業務増に拍車をかけて

います。一方では、地方財政を取り巻く環境が厳しい状況にありながら、職員個々のレ

ベルアップは勿論のこと、専門的知識の技術の継承や業務の効率化が求められ、より一

層効率的かつ効果的な行財政運営に取り組む必要があります。 

 当町では、前回計画した職員数目標には達しておりませんが、定年退職後の再任用制

度を活用・推奨しながら、円滑な行政運営を図りつつ、職員の定年延長という課題にも

対応し、効率的な定員適正化を図る観点から「大間町定員適正化計画」を策定するもの

です。 

 

２ 計画年次  

  令和４年度から令和８年度までの５カ年とします。 

 

３ これまでの定員管理の状況 

（1） 職員数の推移 

平成 29年度から令和3年度までの５年間において、職員数は表1のとおりとなりま

した。定年退職者数に対し新採用職員及び再任用職員を考慮し、令和３年度には職員数

を80名とする目標を設定しておりましたが、普通退職者及び再任用職員を希望しない職

員が多く、計画より少ない職員数となっております。 

 

表 1 職員の推移 

（単位：人） 

 職   員   数 

H29 H30 H31 Ｒ2 Ｒ３ 

一般行政部門 52（3） 50（2） 53 54 54 

教育部門 13 13 13 13 12 

公営企業等会計部門 10 10 11 11 9 

総計 

前年度退職者数 ― 6 3 4 4 

採用者数 ― 3 5 5 2 

再任用職員数 ― 1 3 3 2 

現員（4.1 現在） 75（3） 73（2） 77（0） 78 75 

対前年度増減数 ― ▲2（0） 4（▲2） 1 ▲3 

※（ ）の数字は技能労務職員の人数、平成31年度から技能労務職員０人。 

 

 



（2） 類似団体職員数の状況 

類似団体とは、全国の一般町村に分類された町村を人口と産業構造に応じて分類した 

ものです。その分類された類型に属する人口と職員数を用いて、人口１万人当たりの職員

数を算出したものを類似団体別職員数と言います。 

  令和 3年における類似団体との比較では、一般行政区分では類似団体平均が93人に 

対して当町は54人で、普通会計の区分では類似団体平均が112人に対して当町は67 

人となっており、当町の職員数は類似団体平均を下回っています。 

また、人口１万人当たりの職員数の比較では類似団体平均が職員１人当たり人口64人

に対して当町は78人となっています。 

 

表 2 類似団体職員との比較 

 R２ . 4 . 1 

職 員 数 

A（人） 

単 純 値 に よ る 比 較 

類似団体平均 

B（人） 

超過人数 

C（A－B） 

超過率 

C/A（％） 

一般行政 54 93 ▲39 ▲0.72 

普通会計 67 112 ▲45 ▲0.67 

＊令和３年地方公共団体定員管理調査個別団体表より 

 

表 3 人口 1万人当たりの職員数比較                  （単位：人） 

区  分 人  口 一般行政 普通会計 職員 1人当たり人口 

大間町 ５，２３７ 103.11 127.94 78 

A 町 ５，１４０ 110.89 134.24 74 

B 町 ５，３９４ 126.07 155.73 64 

類似団体平均 ７，１０４ 131.28 156.84 64 

＊令和３年地方公共団体定員管理調査個別団体表より 

＊職員１人当たり人口は、普通会計で計算 

＊人口は令和２年１月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 今後の職員の定年退職見込み 

  令和４年度以降については、令和５年度から始まる定年延長を踏まえた方向性を決定

する必要があります。定年退職者が０人となる年もあることから、適正な定員管理を十

分に考慮し、採用者数を検討する必要があります。 

 

表 4 今後の職員の定年退職見込数                   （単位：人） 

 R３ R４ R５ R６ R７ R8 

一般行政職    １  ２ 

教育職       

学校以外の教育職       

合計  ０ ０ ０ ０ 0 

4/1職員数 ７５ ７６ ７６ ７６ ７５ ７５ 

年度末職員数 ６８ ７６ ７６ ７５ ７５ ７３ 

＊令和５年度以降の4/1職員数は新採用者を含まないもの 

 

５ 定員適正化計画の目標 

（1） 目標とする職員数 

当町の職員数は普通退職等の増加により、減少傾向となり、類似団体職員数に比べ低

く推移し、前回の計画で目標とした人数にも満たない状況です。再任用職員や会計年度

任用職員で対応していますが、再任用職員希望者が少ないことや今後の定年延長を踏ま

えた定員適正計画が必要となります。以上のことから、職員の年齢構成のバランスも考

慮しながら、5年後には職員数を80名とすることを目標とします。 

 

表 5 年度別職員数計画                         （単位：人） 

 R３ R４ R５ R６ R７ R8 

一般行政職  65 66 67 68 69 

技能労務職  ０ ０ 0 0 0 

教育職  ７ ７ 7 7 7 

学校以外の教育職  ４ ４ 4 4 4 

4/1職員数 7５ 7６ 77 78 79 80 

採用予定者数  ８（２） １ １ ２（１） 1 

退職予定者数 ７（２） ０ ０ １ ０ 2（2） 

※（ ）は再任用職員数 

 

 



（2） 定員適正化の推進方法 

① 組織等の見直し 

課のあり方、役割を明確にし、連携を一層強化するとともに、柔軟な組織・機構 

の改編を行い効率の良い人員配置を図ります。 

② 人材育成の充実・強化 

多様化する町民ニーズに的確に対応するため、職員一人ひとりの職務能力を高め、 

意識改革を推進し、適材適所の人員配置に努めます。 

③ 計画的な職員採用 

退職者の補充をしながら、将来を見据えた人材の確保、年齢構成の平準化を図 

るため、再任用職員の雇用等を考慮しながら計画的な職員採用に努めます。 


